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, 4月分源泉7r`税の納付

, 3月決,法人の確定申告(法人税消費税専)

9月決諄ま人の中間申告税
　
粧

国
　
口

b月 31曰

6月 9月 12月 決,法人の消彙税りの中間

申告 (年 3回の4合 )

国 税 個人事業者の消彙税等の中間申告 (年3回

の場合 ) 5月 31日

日 ll 確定申告税額のこ訥届出によるこ納税級の

摯●              5月 31日  地方税 自動車税 鉱区税の納付

国 技 特別農奏所得■の承認申14   5月 16曰             都道府県の条例て定める日

5月 31日
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不
動
産
の
取
得
に
当
た

っ
て
、
ど

の
よ
う
な
税
金
が
か
か
る
の
か
に

つ

い
て
は
、　
一
般
に
関
心

の
高

い
と
こ

ろ
で
す
。
そ
こ
で
今
回
は
、
不
動
産

取
得
で
の
知

っ
て
お
き
た

い
ポ
イ
ン

ト
を
嵯
理
し
て
み
ま
す
。

Ｉ
　
槽
腱
凛

不
動
産
を
相
載
に
よ
り
取
得
し
た

場
合
に
は
、
遺
産
総
額
が
遺
産
に
係

る
基
礎
控
除

（
二
、
Ｏ
０
０
万
円

＋

(国表 1)0襦 綺■の違●表
菫壼●●,に6Ⅲ書人のな椰0● 諄 凛

:∞Om以 下 1い

1∝Ю万円l1  3000万円以下 16% 50万円

3000万離 l  ia10万 円以下 20% a"万円

5 KXX万 08    1● 円以下 ∞ % 700万円

1■円趙    2■ 円以下 爛泌 1700万円

2■日菫    3● 円以下 45% 27∞万円

3●円J    6● 円以下 503. 4ス0万円

6●円燿 559. 7aO万 円

(図彙2)◎ 饉与税の理●表
020●以上の0がは来●●からll与 t受けた0合 (特例税奉)

六
〇
０
万
円

×
法
定
相
続
人
）
を
超

え
な
け
れ
ば
、
相
続
税
は
か
か
り
ま

せ
ん
が
、
超
え
る
場
合
に
は
、
図
表

１
に
よ
る
相
韓
税
が
か
か

つ
て
き
ま

す
。
■
　
●
与
凛

不
動
産
を
贈
与
に
よ
り
取
得
し
た

場
合
に
は
、
暦
年

一
一
０
万
円
の
ふ

礎
撻
除
を
超
え
る
と
、
原
則
と
し
て

図
表
２
に
よ
る
贈
与
税
が
か
か
り
ま

）

す
。な
お
、
不
動
産

の
取
得
に
関
す
る

贈
，
税
の
特
例
と
し
て
、
次

の
も
の

が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
は
層
年

二

〇

万
円
の
基
礎
控
除
と
併
せ
て
利
用
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

一ψ
　
配
偶
者
控
除
の
特
”
‥
結
婚
二
〇

年

以
上

の
夫
婦
間
で
■
、
Ｏ
Ｏ
Ｏ

万
円
ま
で
の
居
住
層
財
産
が
非
課

税

）

②
　ヽ
住
宅
取
得
等
資
金
贈
与
の
特
例

‥
時
期
に
よ
り
最
大
三
、
０
０
０
万

円
が
非
課
税

肛
　
消
費
機

消
費
税
は
、
譲
渡
者
が
納
税
す
る

こ
と
に
な

っ
て
い
ま
す
が
、
価
格

ヘ

の
転
嫁
に
よ
り
負
担
す
る
の
は
取
得

者
で
す
。
住
宅
の
場
合
、
建
物
は
課

税
対
象
で
あ
る
の
に
土
地
は
非
課
税

と
い
う
よ
う
に
交
錯
し
て
い
ま
す
。

…

の略

"
暉

210万円以下 1幌

2X"円 a   41X万 円以下 1婆 10万円

41C万円燿   ∞ 0万 曰以下
"%

∞ 万Fl

αЮ万円燿  1∞ 0万R以下 3H 90万 円

1∝Ю万円超   1 51Xl万 円以下 4喘 〔90万円

1∞0万円I1  3000万月以下 45% 265万 円

O OOOttnl1  4まЮ万円以下 餌 415万0

4■Ю万円3 55L 640万円

② O以外のII与の螢準 (―ll覆摯)

…

綺 磯■ 枷

mO万円以下 1喘

"0万
円3   300万 円以下 15% 10万 円

∞ 0万円週   41Xl万円以下
"%

25万円

41X万円翅   ∞ 0万円以下 3L 65万円

∞ 0万円ヨ  1010万 円以下 40% 125万円

1●00万円ヨ  1ま Ю万円以下 45L 175万円

i“Ю万円赳  3α Ю万円以下 銀 2Ю万円

3∝Ю万円ll 55% 4CK万円
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Ⅳ
　
印
紙
税

不
動
産
の
取
得
に
伴
う
契
約
書
に

貼
付
す
る
印
紙
税
は
、
図
表
３
の
よ

う
に
な

っ
て
い
ま
す
。

Ｖ
　
量
籠
兌
辟
機

不
動
産
の
権
利
を
明
ら
か
に
す
る

た
め
に
登
記
の
申
請
を
行
う
と
登
録

免
許
税
が
か
か
り
ま
す
。
税
額
は
、

取
得
し
た
不
動
産
の
固
定
資
産
税
評

“
額
に
国
表
４
に
掲
げ
る
事
を
乗
じ

）

た
金
額
で
、　
一
定
の
住
宅
用
家
屋
に

つ
い
て
は
、
軽
減
税
率
が
適
用
さ
れ

る
も
の
も
あ
り
ま
す
。

］
建
物
の
所
有
権
登
記
名
義
人
が
共

有
の
場
合
に
は
、
そ
の
家
屋
に
居

住
す
る
者
の
持
分
に
つ
い
て
の
み

軽
減
さ
れ
ま
す
。

☆

一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
住
宅
★

ｍ
　
新
策
住
宅
の
場
合

●
　
取
得
者
が
個
人
で
あ
る
こ
と

）

●
　
登
記
名
義
人
が
自
己
の
居
住
用

に
供
す
る
こ
と

Ｃ
　
家
屋
の
床
面
積

（登
記
面
積
）

が
五
０
ば
以
上
で
あ
る
こ
と

●
・　
取
得
又
は
新
築
後

一
年
以
内
に

登
記
を
完
了
す
る
こ
と

●
　
事
務
所
や
店
鑢
な
ど
と
の
併
用

住
宅
の
場
合
、
進
べ
面
機
の
九
〇

％
以
上
が
居
住
部
分
で
あ
る
こ
と

０
　
中
古
住
宅
の
場
合

前
記
０
か
ら
０
の
要
件
の
ほ
か
、

家
屋
の
取
得
の
日
以
前
二
０
年
以
内

（
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
耐
火
建
築
物
に
つ

い
て
は
二
五
年
以
内
）
に
建
築
さ
れ

た
も
の
又
は

一
定
の
耐
〓
工
明
の
さ

れ
た
も
の
で
あ
る
こ
と
が
必
要
と
な

り
ま
す
。

Ⅵ
　
不
動
壼
取
椰
税

ポ
イ
ン
ト
は
、
国
表
５
の
通
り
で

す
。

(図■ 5)不 ●鷹取得税の籠晏
0,■主体  ●●●颯
0静悦書体  不

“

崚の取得
0●籠

“

務を 不●この取,`

(国姜3)印嬌税0税● (平蔵30年 3月 31日 までの税額表)
彙

"全

●

…

― ●●n"
!万円未瀾 葬■鸞

1万円以上  ∞ 万円以下 aЮ
"∞万円コ  1∞ 万円以下 ω O円
2∞円

100万円3 2∞ 万円以下

1∞ 0円211万円
` 000万

円以下 500円

310万円燿  500万 円以下 ( 000円

∞ 0万円ヨ !000万円以下 5000円

1000万 円珈 5000万円以下 1万円

5∝Ю万円l1   1● 円以下 3万円

1●円週   5●円以下 6万円

5●Bヨ   10●円以下 16万円

10億円燿   50● 円以下 32万円

51歯円菫 48万円

契約会口の配ntの なぃもの 200円

(図表4)ユ彙兒辟税の税率
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●●
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の

“””

売菫
2●●

(土地け,5%) 0∞お

■与 銚 0し

個● 0411k を し

所,IIの爆F"“ 0娼 015%

抵当■の崚tヨ●(薇ll全輌に対し OЮ% 010%

,壺晨
土地 10万円
拿晨 燿贅分23万円 その他取椰 12万円

凛 事
●I「
(口
=責
こヨ螢台ぼに登録された日た費をの絆●ll)

“

住宅及び土地  3%(平成∞ 年3月 末まで)
住宅以外の家屋 4%

住宅
●宅層増●●●

住   宅

●コ畿

“
=の
特●lllロ

新鋼ま宅‐1200万 円を崚除
中古住宅‐住宅の新,時 nに より
最高1200万 円,で,眸

住宅用珀

●秘Jの減口綺口 晰,中古とも)
1∞万円又は麻□強の2倍の口ll
(21X d t瞑 蔵)に個当すう土鑢の
●倍のいずれ,大 0い●に概睾t
彙じて得たll t濾■

住宅層●
●●●●‐ ●

0,"凛■ D特例措ヨ
住宅月■鍮 商彙地●の取0に饉●●IIB車 としての
●||を F● IIの 1/2に圧● (平成∞ 年3月末参で)

・ ll‐ :闘露電3X1/2X悦摯
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↑
ジュニアN!SA 未成年者
口座の開設者が出回した場合

ジュニアNISA(未成年者少額投資非課税

制度)の未成年者口座の開設者が出国し 居
住者等に該当しないこととなった場合、そ

の時の年齢により次のように取扱われます。

1 3月 31日 時点で18歳である年の前年
12月 31日 までに出国する場合

に未成年者口座から課税未成年者口座に移

管した上場株式等を 帰国後に未成年著ロ
座に移管することはできません。

〔1月 1日時点で20歳である年の 1月 1日

以後に帰国した場合〕

帰口後に未成年者口座で取引を行うこと

はできませんが、NiSA(少額投資非課税制

度)の非課税口座を開設し 取引を行うこ
とができます。なお、払出制限が解除され

ているため、出国の際に課税未成年者口座

へ移管した上場株式等を払い出すことがで

きます。

2 3月 31日時点で 18菫である年の 1月
1日以後に出国する場合

出国の日の前日までに未成年者口座の開

設先の金融機関に「未成年者出国届出書」

を提出します。なお、出回したときは、未

成年者口座は出国の日に廃止されますが、

払出制限が解除されているため 未成年者
口座等に受け入れた上場株式等を、出国の

際に非課税で払い出すことができます。

出国の日の前日までに未成年者口座の開

設先の金融機関に「出国移管依頼書Jを提

出します。なお 出□したときは、未成年
者口座に受け入れた上場株式等の全てが課

税未成年者口座に移管されます。

(1月 1日 時点で19最である年の 12月 31

日までに帰国した場合〕

帰国後に未成年者口座で取引を行う場合

には 未成年者口座の開設先の金融機関に

'未

成年者口座を開設している者の帰国に

係る届出書」を提出します。なお 出国時 ●
●
●

剛
国
日

滞
在
地
が
複
数
あ
る
人
の
居
住
者

・
非
居
住
者
の
判
定

あ
る
人
の
滞
在
地
が
二
か
国
以
上

に
わ
た
る
場
合
に
、
そ
の
住
所
が
ど

こ
に
あ
る
か
を
判
定
す
る
た
め
に
は
、

住
居
　
職
業
、
資
産
の
所
在
、
親
族

の
居
住
状
況
、
国
籍
等
の
客
観
的
事

実
に
よ
っ
て
判
断
し
ま
す
。

滞
在
日
数
の
み
て
判
断
す
る
も
の

で
も
な

い
こ
と
か
ら
、
外
国
に

一
年

の
半
分

（
一
八
三
日
）
以
上
滞
在
し

て
い
る
場
合
で
も
　
日
本
の
居
住
者

と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、　
一
年
の
間
に
居
住
地
を
数

か
国
に
わ
た
っ
て
転
々
と
移
動
す
る

い
わ
ゆ
る

「永
遠
の
旅
人
」
の
場
合

で
も
、
そ
の
人
の
生
活
の
本
拠
が
日

本
に
あ
れ
ば
　
日
本
の
居
住
者
と
な

り
ま
す
。

な
お
　
日
本
以
外
の
国
で
居
住
者

と
判
定
さ
れ
、
日
本
で
も
居
住
者
と

判
定
さ
れ
る
場
合
は
、
租
税
条
約
や

相
互
協
議
等
に
よ
っ
て
判
断
し
ま
す
。

●
●
●

―

‘

相続税の債務控除
未納の固定資産税や住民税

相続税の計算にあたって 相続財産の価
額から差し引くことができる債務は 被相
続人が死亡したときにあった債務で確実と

認められるものです。差し引くことができ

る償務には、倍入金や未払全などのほか 被
相続人が納めなければならなかった税金で、

まだ納めていなかったものも含まれます。

,1え ば、相続開始の時点で被相続人が亡

くなられた年分の固定資産税や住民税の納

税通知書が送付されていなかったような場

合でも 固定責産税や住民税の納税義務は
成立しているため、未納となっている固定

資産税や住民税は債務控r.2の対象となる債

務に該当します。また 機相鮨人の所得税
の準確定申告で納付することとなる所得税

も債務控除できます。

なお 相続人の責めに帰すべき事由によ
り納付することとなった延滞税、利子税や

加算税については、債務控除の対象とはな

りません。
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